
栄養成分の表示・
機能性表示食品等について

食品表示法【保健事項】＆健康増進法
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１．栄養成分表示
２．食品の機能性の表示制度
３．虚偽誇大広告等の禁止

熊本県健康づくり推進課



栄養成分表示をすることにより、健康で栄養バ
ランスがとれた食生活を営むことの重要性を消費
者自らが意識し、商品選択に役立てることで適切
な食生活を実践する契機となる効果を期待

第４次熊本県健康食生活・食育推進計画

基本施策１ 健康寿命の延伸につながる食育の推進

基本施策４ 安全安心な暮らしを支える食環境の整備の促進

・健康に配慮したメニュー及び食品表示等情報の提供

食品の栄養成分表示等の適正表示が推進されるよう、事業者等への監視、指導、普及啓発等を

充実します。

１ 表示の目的

豆知識

１．栄養成分表示について
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食品関連事業者が、加工食品、生鮮食品又は添加物を販売する場合に適用

２ 表示の対象
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生鮮食品や業務用加工食品においても、表示する場合は、食品表示基準第3条で規
定のある栄養成分及び熱量を表示する必要がある。

３ 表示が必要な栄養成分



食品表示基準第3条に規定される栄養成分及び熱量

食品表示基準第3条に規定がなく、食品表示基準別表第9に掲げられた栄養成分

【任意:推奨】飽和脂肪酸、食物繊維

【任意:その他】n-3系脂肪酸､n-6系脂肪酸､ｺﾚｽﾃﾛｰﾙ､糖質､糖類(単糖類又は二糖類

であって糖ｱﾙｺｰﾙを除く)､亜鉛､ｶﾘｳﾑ､ｶﾙｼｳﾑ､ｸﾛﾑ､ｾﾚﾝ､鉄､銅､ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ､

ﾏﾝｶﾞﾝ､ﾓﾘﾌﾞﾃﾞﾝ､ﾖｳ素､ﾘﾝ､ﾅｲｱｼﾝ､ﾊﾟﾝﾄﾃﾝ酸､ﾋﾞｵﾁﾝ､ﾋﾞﾀﾐﾝA､ﾋﾞﾀﾐﾝB1､

ﾋﾞﾀﾐﾝB2､ﾋﾞﾀﾐﾝB6､ﾋﾞﾀﾐﾝB12､ﾋﾞﾀﾐﾝC､ﾋﾞﾀﾐﾝD､ﾋﾞﾀﾐﾝE､ﾋﾞﾀﾐﾝK､葉酸

・義務表示の５項目は順番通りに表示しなければいけない。

・飽和脂肪酸、食物繊維、 n-3系脂肪酸、n-6系脂肪酸、ｺﾚｽﾃﾛｰﾙ、糖質、糖類につ
いても、表示の順番が決まっている。

・その他の栄養成分は順番は決まっていないが、一般的には、基準に示された順番に

表示している。
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４ 表示項目

【義務】熱量､たんぱく質､脂質､炭水化物､ﾅﾄﾘｳﾑ(食塩相当量で表示)の５項目

※ﾅﾄﾘｳﾑ塩を添加していない食品のみ、ﾅﾄﾘｳﾑ量を併記可
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５ 栄養成分表示の方法等
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別記様式２や３に入らない場合
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生鮮食品やナトリウム塩を添加していない
食品におけるナトリウムの量の表示例

★加工食品、添加物において、ナトリウム
塩を添加していない食品以外は、ナトリウ
ムの量は表示禁止事項です。

栄養成分表示例



１）表示可能面積が小さいもの 概ね30㎠以下の場合

２）酒類

３）栄養の供給源としての寄与が小さいもの

・義務表示５項目全てについて､｢0｣と表示できる基準を満たして

いるもの

・1日に摂取する当該食品由来の栄養成分及び熱量が、社会通念

上微量

⇒コーヒー豆やその抽出物、茶葉やその抽出物、スパイス等

４）極めて短期間で原材料が変更されるもの

・日替わり弁当(ｻｲｸﾙﾒﾆｭｰを除く)等､レシピが３日以内に変更
される場合

・複数の部位を混合しているため、その都度原材料が変わるもの
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６ 表示の省略が認められるもの



５）消費税法第９条に規定する小規模事業所

・課税期間に係る基準期間における課税売上高が1000万円以下

・中小企業基本法第2条第5項に規定する小規模企業者(常時使用

する従業員数20人以下。商業又はｻｰﾋﾞｽ業に属する事業を主た

る事業として営む者については5人以下)

〇小規模事業者の製造した食品でも、販売する事業者が小規模
ではない場合､表示の義務が生じる｡
この場合、必ずしも小規模事業者が栄養成分表示をする必要
はなく、販売するものが表示をしても構わない。

〇食品表示基準において、「販売」行為を行っているか否かは、
「食品の所有権の移転」が行われるか否かで判断する。
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注意
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小規模事業者における栄養成分表示の省略
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「小規模事業者が販売する場合」に該当せず

栄養成分表示が省略できない例
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「小規模事業者が販売する場合」に該当し、栄養成分表示が省略できる例



１）食品を製造し、又は加工した場所で販売する場合
・製造者と販売者が同一で、同一の施設内、又は敷地内で製造販売を

することをいう。

具体的例

洋菓子、和菓子やパンをその場で製造販売する場合や総菜や刺身盛り合
わせ等をインストア加工し、その店内で販売する等

２）不特定又は多数の者に対して譲渡（販売を除く。）

する場合
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７ 表示を要しないもの



「栄養表示」に該当するもの

１）健康増進法施行細則第11条に規定する栄養素及び熱量そのもの

２）栄養成分の名称関係

◇総称-------- ミネラル、ビタミンなど

※但し、一般消費者に広く浸透した「ﾐﾈﾗﾙｳｫｰﾀｰ」等で栄養成分が添加された又は強化された

という印象等を与えないものは除く

◇その種類-----脂質:不飽和脂肪酸、炭水化物:食物繊維など

◇別名称------ たんぱく質:プロテイン、脂質:ファット

◇その構成成分--たんぱく質:アミノ酸

◇前駆体-------β-カロテンなど

３）あま塩、うす塩、あさ塩（うす塩味、甘さ控えめ等の味覚表現は除く）

４）天然に含まれる栄養成分

５）原材料に対し栄養成分表示を行う場合 15

ただし、次の「栄養表示」をしようとする場合は

省略等できません！



こんな時は？
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【答】

販売時（重量変化前）の栄養成分の量及び熱量
で表示します。

【質問１】

水等を加えることによって、販売時と摂食時で重量
に変化があるもの（粉末ｼﾞｭｰｽ、粉末ｽｰﾌﾟ等）はどの
ように表示すればいいの？
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【答】

販売時の栄養成分の量に加え
て、標準的な調理方法と調理後
の栄養成分の量を併記すること
が望ましいです。

【質問２】

調理により栄養成分の量が変化するもの（米、乾
めん、塩抜きをする塩蔵品等）は、どのように表示す
ればいいの？

≪例≫
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【答】

セット合計の含有量を表示します。併せて、セットを構成
する個々の食品についても、含有量を表示することは差し
支えありません。

【質問３】

通常一緒に食される食品がセットで同じ容器包装に入って
いる場合は、どのように表示するの？

（即席めんのめん、かやく、スープの素 等）
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【答】

個別の詰め合わせた食品ごとに外装に表示するのが原
則です。ただし、詰め合わせた食品の一つ一つに表示があ
り、外装からその表示が認識できる場合は改めて外装に
表示をする必要はありません。

【質問４】

それぞれ独立した食品を詰め合わせる場合は？



20

【答】

科学的根拠に基づき、事業者の責任において、栄養成分
表示と区別して、栄養成分表示に近接した箇所に表示しま
す。

【質問５】

食品表示基準に定めがない成分を表示する場合は？



１）「分析値」

自社又は分析機関による分析値

２）「計算値」

公的なデータベース等から原料の栄養成分値を
入手し計算した算出値

３）「参照値」

公的なデータベース等を基に表示使用する食品と同一又

は類似する食品から栄養成分値を類推した値など

４）「併用値」

分析値、計算値、参照値を基に組み合わせて作成した値
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８ 表示される値の求め方

栄養成分表示の設定方法
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製造ロットごとに頻回に栄養成分分析を行う等、その製品の賞味（消費）

期限内は表示値の栄養成分を有していることを事業者が保証する必要あり。
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≪値の変動要因の例≫

１）自然要因

・植物性食品：季節、生育環境（地域）、成熟度合、土や肥料、種の違い等

・動物性食品：季節、生育環境（地域）、年齢、飼料、種の違い等

２）人工的な要因

・製造、加工時の加熱調理等

・輸送と保管：経時変化、温度、保管環境、湿度等

分析により表示値を求める場合



許容差の範囲
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→収去検査等で許容差の範囲を逸脱していると確認されると食品表示

基準違反となる。(低含有製品の場合はこの限りではない）



「表示値」と実際の栄養成分値に差が認められると推定される場合

単回分析による値、過去の分析による値、計算値、参照値等

→「この表示値は、目安です」「推定値」と明示すること。
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●機能性の表示、強調表示を行う栄養成分の場合

指定された分析方法による分析値のみ｡計算値､参照値等の推定値は×｡

●「表示値」の設定根拠の保管

「分析値」、「計算値」、「参照値」、「併用値」の根拠を保管すること。

保管期間は、その資料を基にした表示が行なわれる期間及び販売終了の製品は、

最終製品の賞味（消費）期限が終了するまで。

分析以外の方法により表示値を求める場合



栄養成分の ・高い旨の表示（絶対表示）

補給ができる旨 ・含む旨の表示（絶対表示）

・強化された旨の表示（相対表示）

栄養成分又は熱量の ・含まない旨の表示（絶対表示）

適切な摂取ができる旨 ・低い旨の表示（絶対表示）

・低減された旨の表示（相対表示）

欠乏
の解消

過剰摂取
の解消
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９ 栄養強調表示
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栄養成分の補給ができる旨

栄養成分又は熱量の適切な摂取ができる旨

栄養強調表示の規定



１）当該他の同種の食品を特定するために必要な事項

「自社従来品〇〇〇」、「日本食品標準成分表〇年版（〇訂）」等

２）当該栄養成分の量又は熱量が当該他の食品に比べて強化された又は低減

された量又は割合

【例：熱量が低減された旨を表示する場合】

比較対象食品との絶対差が食品表示基準別表第13第4欄に

掲げる基準値以上かつ相対差が25％以上必要

A(表示品)：100g当たり30kcal
B(比較品)：100g当たり80kcal
熱量の基準値40kcal
絶対差80-30=50
相対差
（80-30）/80×100≒62%
「当社B品比べ熱量62%カット」
等の表示が可能

A(表示品)：100g当たり350kcal
B(比較品)：100g当たり400kcal
熱量の基準値40kcal
絶対差400-350=50
相対差
（400-350）/400×100≒12%
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強化された旨又は低減された旨（相対表示）において
表示しなければならない事項



■糖類を添加していない旨（「糖類無添加」「砂糖不使用」･･･等）

・いかなる糖類も添加していない。

・糖類に代わる原材料又は添加物も使用していない。

原材料例：ジャム、ゼリー、甘味の付いたチョコレート、

甘味の付いた果実片、非還元濃縮果汁、乾燥果実ペースト等

・酵素分解等で当該食品の糖類含有量が原材料、添加物含有量を超えない

こと。 例：でんぷんの加水分解による糖類産生等

・食品単位当たりの糖類の含有量を表示していること

■ナトリウム塩を添加していない旨（「食塩無添加」「食塩不使用」･･･等）

・いかなるナトリウム塩も添加されていないこと。

・ナトリウム塩に代わる原材料又は添加物も使用していないこと。

原材料例：ウスターソース、ピクルス、ペパローニ、しょうゆ、

塩蔵魚、フィッシュソース等 29

無添加強調表示



• 栄養強調表示の基準がない成分を強調表示する場合、科学的
根拠に基づき、販売者の責任において表示する。

• 表示場所は栄養成分表示と区別して、栄養成分表示に近接し
た箇所に記載することが望ましい。

30

栄養強調表示の基準がない場合



消費者庁ホームページ

｢食品表示法に基づく栄養成分表示のための

ガイドライン｣ 第５版

令和７年４月 消費者庁 食品表示企画課
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参 考

栄養成分表示を行う際は

必ず御確認ください。



２．食品の機能性の表示制度について

新
届出型

食
品
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平成27年4月～スタート



健康の維持増進に役立つことが科学的根拠に基づいて認められ、「コレステロール
の吸収を抑える」などの表示が許可されている食品です。表示されている効果や安全
性については国が審査を行い、食品ごとに消費者庁長官が許可しています。
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１ 特定保健用食品（トクホ）



一日に必要な栄養成分(ビタミン､ミネラルなど)が

不足しがちな場合､その補給・補完のために利用できる食品です。

既に科学的根拠が確認された栄養成分を一定の基準量含む食品であれば､
特に届出などをしなくても、国が定めた表現によって機能性を表示するこ
とができます。
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① 表示対象の栄養成分
●ﾐﾈﾗﾙ６種類（亜鉛、ｶﾙｼｳﾑ、鉄、銅、ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ、ｶﾘｳﾑ※）
●ﾋﾞﾀﾐﾝ１３種類
（ﾅｲｱｼﾝ､ﾊﾟﾝﾄﾃﾝ酸､ﾋﾞｵﾁﾝ､ﾋﾞﾀﾐﾝＡ､ﾋﾞﾀﾐﾝＢ1､ﾋﾞﾀﾐﾝＢ2､ﾋﾞﾀﾐﾝＢ6､ﾋﾞﾀﾐﾝ
Ｂ12､ﾋﾞﾀﾐﾝＣ､ﾋﾞﾀﾐﾝＤ､ﾋﾞﾀﾐﾝＥ､ﾋﾞﾀﾐﾝK､葉酸 ）

●n－3系脂肪酸
※ｶﾘｳﾑについては、過剰摂取のﾘｽｸ(腎機能低下者において、
最悪心停止）を回避するため、錠剤、ｶﾌﾟｾﾙ剤等の食品は対象外

② 適用対象食品の拡大
加工食品に加え、生鮮食品も適用対象

２ 栄養機能食品
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１）制度の背景及び概要
「おなかの調子を整えます」など、特定の保健の目的が期待できる（健

康の維持及び増進に役立つ）という「食品の機能性」を表示することが、
国への届出によりできる制度。
今までは、食品の機能性を表示するためには、許可型の「特定保健用食

品」か規格基準型の「栄養機能食品」しかなかったため、食品の機能性を
わかりやすく表示した商品の選択肢を増やし、消費者が正しい情報を得て
食品を選択できるようにすることが目的。
安全性の確保を前提とし、科学的根拠に基づいた機能性を、事業者の責

任において適性に表示する。また、消費者が誤認することなく商品選択が
できるよう、適正な表示や届出情報の公開等による情報提供を行う制度で
す。
２）制度の特徴
①疾病に罹患している人、未成年者、妊産婦、授乳婦は対象外です。

(疾病の治療や予防を目的としたものでありません）
②生鮮食品を含め、全ての食品（一部除く*）が対象です。
＊ﾄｸﾎ、栄養機能食品、ｱﾙｺｰﾙ飲料、ﾅﾄﾘｳﾑ･糖分等の過剰含有食品36

３ 機能性表示食品（平成27年4月～）



③国が定めたルールに基づき、その食品の安全性、機能性の根拠に関する
情報、健康被害発生時の事業者の情報収集体制などを、事前に消費者庁に
届出が必要です。

④消費者庁に届出した内容で、事業者の責任において表示を行うものであり、
特定保健用食品（トクホ）とは異なり、国が安全性と機能性の審査したも
のではありません。

⑤届出情報は、消費者庁のウェブサイトで公開されます。
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３）参考資料等

①食品関連事業者向けリーフレット

「機能性表示食品」制度がはじまります！

～商品の開発・販売を考える前に～
※「消費者向け」のものもあります。

制度を簡単に理解する場合の参考となります

②機能性表示食品届出ガイドライン

実際に届出を行うための詳細な手順、

様式等が示されています。



４）販売までに必要な手続き

【届出までの事前準備】

①機能性表示食品の対象食品となるか判断する

②安全性の根拠を明確にする

③生産・製造及び品質の管理体制を整える

④健康被害の情報収集体制を整える

⑤機能性の根拠を明確にする

⑥適正な表示を行う

【届出】

⑦消費者庁へ届出(販売予定日の60日前（120日前）までに

届出データベースで）※消費者庁による届出資料の確認

⑧届出番号の受領

※消費者庁のウェブサイト等で情報開示

⑨届出番号が表示された商品の販売

本届出の詳細に関する
問い合わせ先

（科学的根拠等に関す
るものも含む）

消費者庁
食品表示課

電話
０３（３５０７）８８００
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容器包装の主要面の上部に
「機能性表示食品」と表示され
ています。

届出番号は、機能性表示食品
である旨の表示に近接した箇
所に表示されています。

※消費者庁のウェブサイトで届出
番号ごとに安全性や機能性の根拠
に関する情報を確認できます

食品に含まれる成分による機
能性が、科学的根拠に基づき
表示されています。

表示されている一日に摂取す
る量の目安、摂取方法を守り、
注意事項を確認して利用して
ください。



40

「機能性表示食品」は医薬品
ではありません。

疾病の診断、治療、予防を目
的としたものではありません。
疾病のある方、薬を服用され
ている方は、摂取について、
必ず医師、薬剤師にご相談く
ださい。

疾病のある方、未成年者、妊
産婦（妊娠を計画している方を
含む）、授乳中の方を対象に
開発された食品ではありませ
ん。

事業所に問合せ、又は連絡す
ることができるよう電話番号が
表示されています。

一日当たりの摂取目安量を摂取した
場合、どのくらいの機能性関与成分
が摂取できるかわかります。

食品に含まれる成分による機
能性が、科学的根拠に基づき
表示されています。



第65条
何人も、食品として販売に供する物に関して、広告その他の

表示をするときは、健康の保持増進の効果その他内閣府令で定
める事項について、著しく事実に相違する表示をし、又は著し
く人を誤認させるような表示をしてはならない。

【法の目的】
表示どおりの健康保持増進効果等を有しない食品であるにも

かかわらず､一般消費者がその表示を信じ､表示された効果を期待
して摂取し続け､ひいては､適切な診療機会を逸してしまう事態を
防止することを目的としている。

３．虚偽誇大広告等の禁止について

41

１ 根拠法令（健康増進法第65条第1項）
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1）表示とは
顧客を誘引するための手段として行う広告その他の表示

①商品､容器又は包装による広告等及びこれらに添付したものに
よる広告等

②見本､ﾁﾗｼ､ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ､説明書面等(ﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰﾙ､ﾌｧｸｼﾐﾘ等を含む)
③ﾎﾟｽﾀｰ､看板､ﾈｵﾝｻｲﾝ､ｱﾄﾞﾊﾞﾙｰﾝ､陳列物による広告等
④新聞紙､雑誌その他の出版物､放送､映写又は電光による広告等
⑤ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ､ﾊﾟｿｺﾝ通信等

2）規制対象者
何人も
※広告依頼者(当該食品等の製造･販売業者)､広告媒体事業者
(新聞社､出版社､放送局､広告代理店等）も対象となる。

２ 「表示」と「規制対象者」
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1）疾病の治療又は予防を目的とする効果
「糖尿病、高血圧、動脈硬化の人に」「末期ガンが治る」「虫歯にならない」「肥満の解消」 等

2）身体の組織機能の一般的増強、増進を主たる目的とする効果
「疲労回復」「強精（強性）強壮」「体力増強」「食欲増進」「老化防止」「免疫機能の向上」 等

3）特定の保健の用途に適する旨の効果
「本品はおなかの調子を整えます」「この製品は血圧の高い方に適します」 等

4）栄養成分の効果
「カルシウムは、骨や歯の形成に必要な栄養素です」 等

5）内閣府令で定める事項
①含有する食品の又は成分の量
「大豆が〇〇g含まれている」「カルシウム○○mg配合」 等

②特定の食品又は成分を含有する旨
「プロポリス含有」「○○抽出エキスを使用しています」 等

③熱量
「カロリーオフ」「エネルギー０kcal」 等

３ 健康保持増進効果等とは
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④人の身体を美化し､魅力を増し､容ぼうを変え､又は皮膚若しくは毛髪を
健やかに保つことに資する効果
「美肌、美白効果が得られます」「皮膚にうるおいを与えます」 等

6）健康保持増進効果等を暗示的又は間接的に表現するもの
①名称又はｷｬｯﾁﾌﾚｰｽﾞ
「ほね元気」「延命○○」「快便食品（特許第○号）」「血液サラサラ」 等

②含有成分の表示及び説明
「〇○（成分名）は不飽和脂肪酸の一種で、血液をサラサラにします」 等

③起源、由来等の説明
「インド国内では医薬品として販売されています」
「欧州では循環器系の薬として、○○が使用されています」 等

④新聞､雑誌等記事､医師､学者等の談話､学説､経験談などを引用又は掲載
「××を３か月間毎朝続けていたら、９kgやせました」 「管理栄養士が推奨する○○成分配合」等

⑤行政機関や研究機関等の認証
「××国政府許可○○食品」「○○研究所推薦○○食品」 等



１）「著しく」
表示にはある程度の｢誇張｣が含まれているということは､通常､

一般消費者もおり込み済み｡しかし､表示の｢誇張｣の程度が､社会一
般に許容される程度を超えて､消費者の商品選択に影響を与える
場合は｢著しく｣と判断される｡

２）「事実に相違する」
事実に相違するとは、広告等に表示されている健康保持増進

効果等と実際の健康保持増進効果等が異なることをいう。

３）「誤認させる」
人を誤認させる(だましている)とは、食品等の広告等から一般

消費者が認識することと異なる健康保持増進効果等の｢印象｣や
｢期待感｣と実際の健康保持増進効果等に相違があることをいう。

45

４ 違反要件



禁止の対象となる「虚偽誇大表示」に該当するか否
かの判断は、一般消費者が表示から受ける印象・認識
が基準となるため、表示内容全体から個別に判断する。

＝実際に得られる真の効果が表示されたとおりではな
いと知っていたら買わなかった！と消費者が判断す
るケース。

46

５ 違反の判断
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１）虚偽誇大広告の禁止等の関連法律

①景品表示法（景表法）

⇒一般消費者の利益保護を目的に、優良誤認表示（同種、類似品、他の

事業者のものよりも著しく優良であると示す表示であって、不当に

顧客を誘引し、自主的かつ合理的選択の阻害をする場合

②医薬品、医療機器等の品質、有効性の確保等に

関する法律（医薬品医療機器等法）

⇒医薬品的な効果効能を標ぼうするものは医薬品扱い

(疾病の治療又は予防､身体の組織機能の一般的増強､増進等の効果等)

２）参考資料等

健康食品に関する景品表示法及び健康増進法上の留意事項について

※消費者庁HPに掲載されています。

６ その他



ま と め

１．栄養成分表示

２．食品の機能性の表示制度

３．虚偽誇大広告等の禁止

食品表示制度について正しく理解し、
食品の適正な表示をお願いします。
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お問い合わせは

最寄りの保健所まで！


